
東京都保健医療計画（第七次改定） 素案概要①

第１章 計画の考え方 p.1
１ 計画改定までの経緯

２ 計画改定の趣旨と基本理念

３ 施策の方向性と推進主体

４ 計画の性格

５ 計画の期間

第２章 保健医療の変遷 p.７

第３章 東京の保健医療をめぐる現状 p.11

第１節 都民から見た保健医療の現状 p.11
１ 東京都の地域特性

２ 人口動向

３ 都民の健康状況

４ 都民の意識・受療行動

５ 医療費の推移

第２節 保健医療資源の現状 p.32
１ 保健医療施設数

２ 保健医療従事者数

第４章 地域医療構想 p.38
１ 東京都地域医療構想

２ 地域医療構想の実現に向けた取組

第５章 保健医療圏と基準病床数 p.45
１ 保健医療圏

２ 事業推進区域

３ 基準病床数 ※改定直近のデータを用いて、今後算定

第６章 計画の推進体制 p.54
・ 計画の推進を支える体制

・ 保健医療計画の推進を支える各種協議会等

第１部 保健医療福祉施策の充実に向けて
第１章 健康づくりと保健医療体制の充実 p.57

第１節 都民の視点に立った医療情報の提供・都民の理解促進 p.58
(1) 都民の医療機関等の適切な選択

(2) 医療制度などに関する都民の理解

第２節 医療DXの推進 p.63
(1) デジタル技術を活用した医療情報等の共有
(2) 質の高い医療提供体制の確保のための医療DXの推進

第３節 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 p.69
１ 医師

(1) 医師確保計画に基づく医師確保対策

(2) 地域の特性に応じた医師の育成・確保

(3) 医師の働き方改革への対応、勤務環境改善に向けた取組

２ 歯科医師

３ 薬剤師
(1) 地域の実情に応じた薬剤師確保対策

(2) 薬剤師の育成

４ 看護職員
(1) 養成対策
(2) 定着対策
(3) 再就業対策

(4) 訪問看護を担う人材

５ 保健医療従事者（医師、歯科医師、薬剤師、看護職員を除く）
(1) リハビリテーション従事者

(2) 歯科衛生士

(3) 介護人材

(4) 医療社会事業従事者

(5) 多様な専門職種

６ 医療機関従事者の勤務環境の改善

第２部 計画の進め方
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第４節 生涯を通じた健康づくりの推進 p.106

１ 生活習慣の改善（栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙等）p.106
(1)  生活習慣の改善に向けた普及啓発及び環境整備

・ 健康的な食生活に関する普及啓発等

・ 身体活動に関する普及啓発等

・ 適切な休養・睡眠に関する普及啓発

・ 生活習慣病のリスクを高める飲酒に関する普及啓発

・ 喫煙・受動喫煙の健康影響に関する普及啓発

・ 禁煙を希望する人への禁煙支援

・ ２０歳未満の者の喫煙防止・妊娠中の喫煙防止

・ 受動喫煙対策

(2) 区市町村等への取組支援

2 母子保健・子供家庭福祉 p.112
(1) 妊娠期から出産、子育て期に至るまでの切れ目ない支援

(2) 支援を必要とする子育て家庭に対する支援の充実（虐待の未然防止等）

３ 青少年期の対策 p.117
(1) 学校保健
・ 新型コロナウイルス感染症等新たな感染症発生への対応
・ 健康づくり推進のための連携と支援

・ 健康課題に対する専門的な相談体制の整備

・ 食物アレルギーや突然死の防止

(2) 青少年期における心の悩みの解消に向けた支援
・ 相談窓口による対応（東京都若者総合相談センター（若ナビ）等）

・ 地域における支援体制の強化

・ 本人や家族、支援者への情報提供

４ フレイル対策・ロコモティブシンドロームの予防 p.120
(1) 望ましい生活習慣等の実践に関する普及啓発の推進

(2) 住民主体の通いの場づくりの推進

５ ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）の予防 p.123
(1) COPDに関する正しい知識の普及

(2) 禁煙希望者のへの支援

６ こころの健康づくり p.125
(1) ストレス対処法やこころの不調の早期発見に関する普及啓発 等

７ ひきこもり支援の取組 p.127
(1) 都民及び関係者への普及啓発・効果的な情報発信

(2) 一人ひとりの状態・状況に応じた相談支援

(3) 身近な地域における支援の充実

８ 自殺対策の取組 p.130
(1) 自殺未遂者への継続的な支援

(2) 悩みを抱える方を早期に適切な支援窓口につなげる取組

(3) 働き盛りの男性の自殺防止

(4) 困難を抱える女性への支援

(5) 児童・生徒・学生をはじめとする若年層の自殺防止

(6) 遺された方への支援

第５節 外来医療に係る医療提供体制の確保 p.134
(1) 外来医療機能の明確化・連携の推進

(2) 医療機器の効率的な活用

第６節 切れ目のない保健医療体制の推進 p.143
１ がん p.143
(1) がん予防（一次予防、二次予防、がん検診の受診率向上・質の向上等）

(2) がん医療（医療提供体制の充実、診断時からの切れ目のない緩和ケア、

小児・AYA世代のがん医療に特有の事項）

(3) がんとの共生（がん相談支援センターにおける相談支援、情報提供の充実、

サバイバーシップ支援、ライフステージに応じた患者・家族支援）

(4) 基盤の整備（がん登録、がん教育の推進、がんに関する正しい理解促進等）

２ 循環器病（脳卒中・心血管疾患）p.172
(1) 予防と早期発見に向けた循環器病に関する知識の普及啓発の推進

(2) 循環器病に係る医療提供体制（救急での円滑な受入れ、医療連携の推進）

(3) リハビリテーション体制の充実

(4) 社会連携に基づく循環器病対策・患者支援

(5) 循環器病に関する適切な情報提供・相談支援

(6) 小児期・若年期から配慮が必要な循環器病への対策

３ 糖尿病 p.186
(1) 糖尿病・メタボリックシンドロームに関する普及啓発

(2) 糖尿病の発症・重症化予防に向けた取組の推進

(3) 予防から治療までの医療連携の強化、糖尿病地域連携体制の強化
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４ 精神疾患 p.198
(1) 地域で安心して暮らせる体制づくり（地域包括ケア）
・ 都民への普及啓発・相談対応
・ 支援が必要な人を支える地域の関係機関の連携体制充実
・ 精神科病院から地域生活への移行及び地域定着に向けた取組
・ 地域生活の継続に向けた取組

(2) 緊急時に必要な医療につなぐ体制づくり（救急医療）
・ 精神科救急医療が必要な患者をより確実に適切な医療につなげる仕組みの検討
・ 精神身体合併症救急患者の円滑な受入れに向けた検討
・ 災害時における精神科医療体制の整備

(3) 多様な精神疾患ごとの医療体制の整備
①うつ病、②統合失調症、③依存症、④小児精神科医療、⑤発達障害児(者)
⑥高次脳機能障害、⑦摂食障害、⑧てんかん

(4) 精神科病院における虐待防止・人権擁護に向けた取組の推進

５ 認知症 p.217
(1) 認知症の人の増加への対応
(2) 普及啓発・本人発信支援
(3) 予防（認知症の発症や進行を遅らせる取組・研究の推進）
(4) 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援
(5) 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援
(6) 認知症の研究の推進

６ 救急医療 p.228
(1) 救急医療機関における患者の円滑な受入れ
(2) 高齢者等の生活や症状に応じた救急医療体制の整備
(3) 救急車の適正利用

７ 災害医療 p.246
(1) 医療機関の受入体制の整備

①災害時の患者収容力、②災害に備えた病院の体制、③水害への備え、
④新興感染症対策、⑤NBC災害、⑥被ばく医療

(2)  医療救護体制の強化
・ 都災害対策本部及び医療対策拠点の機能確保
・ 区市町村、二次保健医療圏の医療救護体制
・ 医療連携体制
・ 情報連絡体制・搬送体制
・ 大規模イベント時の危機管理体制
・ 医療機関や都民等への普及啓発

(3) 東京ＤＭＡＴの体制強化

(4) 医薬品等の供給体制の強化

８ 新興感染症発生・まん延時の医療 p.266
(1) 病床確保

(2) 発熱外来

(3) 外出自粛者等に対する医療の提供

(4) 後方支援

(5) 医療人材確保

９ へき地医療 p.274
(1) へき地に勤務する医療従事者の安定的な確保

(2) へき地に勤務する医師の診療支援

(3) 医療提供体制整備

(4) 本土医療機関からの円滑な退院（帰島）支援

(5) 災害時における医療救護体制の確保

(6) 新興感染症発生・まん延時における島しょ地域の医療提供体制の確保

10 周産期医療 p.286
(1) リスクに応じた妊産婦・新生児への対応

(2) 母体救命が必要なハイリスク妊産婦への対応

(3) ＮＩＣＵ等長期入院児に対する在宅移行支援

(4) 災害時における周産期医療体制の強化

(5) 新興・再興感染症発生時の対応

(6) 周産期医療に携わる医師の確保

11 小児医療 p.305
(1) 小児救急医療体制の充実

(2) 小児外傷患者の受入促進

(3) 小児医療に関する普及啓発・相談事業の推進

(4) 災害時における小児救急医療体制の強化

(5) 新興感染症発生時の対応

(6) 小児医療を担う人材の確保

(7) 地域における小児医療体制の確保

(8) 児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応

12 在宅療養 p.323
(1) 地域包括ケアシステムにおける在宅療養体制の構築

(2) 地域における在宅療養の推進

(3) 在宅療養生活への円滑な移行の促進

(4) 在宅療養に関わる人材確保・育成

(5) 都民の在宅療養に関する理解の促進
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13 リハビリテーション医療 p.339
(1) 一貫したリハビリテーションの実施

(2) 地域リハビリテーション支援体制の充実

(3) 東京都リハビリテーション病院の運営

14 外国人患者への医療 p.345
(1) 外国人患者の受入体制が整った医療機関の確保

(2) 外国人向け医療情報等の充実

(3) 外国人患者が症状に応じて安心して受診等ができる仕組みづくり

第７節 歯科保健医療 p.352
(1) 生涯を通じた歯と口の健康づくり

(2) かかりつけ歯科医における予防管理と医科歯科連携

(3) 障害者歯科保健医療の推進

(4) 在宅歯科医療体制の充実

(5) 健康危機（大規模災害等）に対応した歯科保健医療対策の推進

第８節 難病患者等支援及び血液・臓器移植対策 p.362
１ 難病患者支援対策 p.362
(1) 難病の医療提供体制の充実

(2) 地域における難病患者への支援体制の充実

(3) 難病患者及びその家族の支援に関わる人材の育成

２ 原爆被爆者援護対策 p.365
(1) 高齢化が進む被爆者及び被爆者の子への支援

３ ウイルス肝炎対策 p.366
(1) B型肝炎の予防

(2) 普及啓発の推進

(3) 感染の早期把握に向けた環境の整備

(4) 医療体制の充実

(5) 治療に当たっての患者支援

４ 血液の確保・血液製剤の適正使用対策・臓器移植対策 p.369
(1) 血液の安定的確保

(2) 血液の安全かつ有効な活用

(3) 臓器移植を待つ移植希望登録者

第９節 医療安全の確保等 p.372
(1) 医療安全対策の推進

(2) 医療安全支援センターの設置

(3) 医療施設の監視指導等

(4) 医療廃棄物の適正な処理

(5) 死因究明体制の確保

第10節 医療費適正化 p.379
(1) 生活習慣病の予防と健康の保持増進

(2) 医療資源の効率的な活用

第２章 高齢者及び障害者施策の充実 p.382
第１節 高齢者保健福祉施策 p.383
(1) 介護予防・フレイル予防と社会参加

(2) 介護サービス基盤の整備

(3) 介護人材の不足

(4) 高齢者の住まいの確保

(5) 支え合う地域づくり

(6) 在宅療養ニーズの増加

(7) 認知症の人の増加

(8) 保険者機能強化と地域包括ケアシステムのマネジメント

(9) 高齢者保健福祉施策におけるＤＸ推進

第２節 障害者施策 p.391
(1) 障害者施策の推進
・ 地域における自立生活を支える仕組みづくり

・ 一般就労に向けた支援

・ 共生社会実現に向けた取組の推進

(2) 重症心身障害児（者）及び医療的ケア児施策の推進
・ 重症心身障害児（者）施策

・ 医療的ケア児施策

第３章 健康危機管理体制の充実 p.397
第１節 健康危機管理の推進 p.398
(1) 健康危害の未然防止

(2) 健康危機発生時における被害の拡大防止

(3) 健康危機に関する情報発信

(4) 職員の専門的能力の向上
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第４章 計画の推進主体の役割 p.432

第１節 行政の果たすべき役割 p.433 

１ 区市町村・東京都・国の役割

２ 保健所の役割

３ 東京都の試験研究機関の役割

(1) 都健康安全研究センター

(2) 公益財団法人東京都医学総合研究所

第２節 医療提供施設の果たすべき役割等 p.445

1 医療機能の分化・連携の方向性

2 果たすべき役割

(1) 公立病院
ア 都立病院（(地独)都立病院機構が開設する病院）

イ 区市町村立病院

(2) 公的医療機関等
ア 特定機能病院

イ 地域医療支援病院

ウ 公的医療機関等（特定機能病院、地域医療支援病院を除く。）

(3) 民間病院、診療所、薬局等
ア 民間病院（特定機能病院及び地域医療支援病院を除く。）

イ 一般診療所・歯科診療所

ウ 薬局

エ 訪問看護ステーション

第３節 保険者の果たすべき役割 p.472
１ 生活習慣病の予防と健康の保持増進

２ 医療資源の効率的な活用

３ 保険者間の連携

第４節 都民の果たすべき役割 p.475
１ 都民一人ひとりの役割

２ ＮＰＯなど都民中心の団体の役割

第２節 感染症対策 p.402 ※第２部第６節８新興感染症発生・まん延時の医療を除く

(1) 感染症の脅威への対応

(2) 結核対策の強化

(3) HIV/エイズ、性感染症対策の推進

第３節 医薬品等の安全確保 p.410
(1) 高度専門化への対応

(2) 不適正な広告・偽造医薬品等による健康危機への対応

(3) 乱用される薬物や流通形態の多様化に応じた対策の実施

第４節 食品の安全確保 p.414
(1) 事業者の自主的衛生管理の推進

(2) 多様化する健康危機

(3) 大規模な食中毒等への対応

(4) 食品の安全に対する都民と事業者の理解促進

第５節 アレルギー疾患対策 p.418
(1) 日常生活における予防等のための知識の普及等

(2) 患者の状態に応じた適切な医療を提供する体制

(3) 患者等の生活の質の維持・向上に向けた支援

第６節 環境保健対策 p.423
(1) 化学物質等による健康被害の防止

(2) 大気汚染物質による健康影響の解明

(3) 環境中の放射線量等のモニタリング

第７節 生活衛生対策 p.425
(1) 環境衛生関係施設の衛生確保の徹底

(2) 特定建築物の増加と大規模化

(3) 飲料水の水源、水道施設の適正管理

第８節 動物愛護と管理 p.428
(1) 動物の適正飼養の啓発と徹底

(2) 動物の致死処分数の更なる減少を目指した取組の推進

(3) 事業者等による動物の適正な取扱いの推進

(4) 動物由来感染症・災害時への対応強化

※ 東京都保健医療計画（第七次改定）計画素案の全文については、下記URLから御覧ください。

☞ https://www.hokeniryo.metro.tokyo.lg.jp/iryo/iryo_hoken/kanren/kyogikai/R5-3kyougikai.html

（令和5年度第3回東京都保健医療計画推進協議会（令和5年11月27日開催）「資料3 東京都保健医療計画 第七次改定 計画素案」）


